









































































































































































ット調査システムでは設問別に WWW コンテンツを作成することとした。以後、設問別の WWW コンテンツを質
問コンテンツと呼ぶこととする。質問コンテンツは設問番号別にコンテンツファイルを作成する。各設問の質問コ

















算機環境は、Google App Engine や Amazon Elastic Compute Cloud （Amazon EC2）に代表されるように計算機
の処理能力を時間単位で購入できる環境が整備されている。加えて、一定性能を維持しつつも低価格の月額料金に
て提供するレンタルサーバが多数存在している。Web プログラミング環境は、Perl/CGI, PHP, Java サーブレット
以外に Ruby on Rails など様々な開発環境が揃っている上に、それらによる WWW システム開発上のノウハウも
多数蓄積されている。こういった計算機環境等の変化を受け、開発したインターネット調査システムでは PHP 言
語で動作するサーバソフトウェアを実装した。なお、文献 9）にて Java サーブレット環境を活用したサーバソフト
ウェアの実装が可能であることを示しているが、運用するサーバの環境に大きく依存するため、PHP 言語を採用







スに格納された回答結果およびアクセスログを CSV ファイルに変換するツールはスクリプト言語 Perl を用いて実
装した。
　質問コンテンツを作成するツールは、質問票データから HTML のフォームタグを使ったデータファイルに書き
換える。このとき、質問コンテンツにそれぞれ図 2 および図 3 のコードを書き加える。図 2 のコードは WWW ブ















機として取り扱うことができる。また、レンタルサーバの多くは PHP、Perl/CGI による Web アプリケーション
の実行環境が提供されている。そこで、開発したインターネット調査システムのサーバソフトウェアは PHP 言語
にて実装した。PHP 言語で実装された WWW サービスの多くは、情報記録のためにリレーショナルデータベース









　開発したインターネット調査システムは予備調査を含めて 2 回の社会意識調査に活用した。予備調査では 200 名










　回答者 85 名のうち 23 名が回答ミスを起こしたことを確認した。うち、回答ミス  回は 6 名、回答ミス 2 回は
7 名である。3 回以上の回答ミスを発生した回答者は確認されなかった。
　図 5 および図 6 に回答者の使用した計算機およびブラウザの種類とその割合を示す。回答者の大多数は大学の








5.2 第 1 回社会意識調査
　予備調査からインターネット調査システムの運用において支障をきたすような問題が発見されなかったことを受
けて、800 人規模の社会意識調査を実施した。当該意識調査では予備調査と同様、「暮らしに関する調査」と題して、




　当該意識調査では最低回答者数を 800 名と設定し、回答者が 800 名を超えるまでは調査会社から回答者に催促し
てもらうよう手配した。最低回答者数達成まで  週間を見込んでいたが、アンケート開始から 00 時間後（4 日後）








　図 7 および図 8 に第  回社会意識調査における回答者の使用した計算機およびブラウザの種類についての割合を
示す。図 7 より回答者全体の 89.% が Microsoft 社製 OS 搭載の計算機からの接続であった。うち Windows 7 搭載
計算機の利用者が回答者全体の 40.2% であり、計算機の買い替えが少しずつ進んでいることが伺える。予備調査に
おいてスマートフォン等による回答者の挙動が不安定だったことから、当該意識調査ではパーソナルコンピュータ










　予備調査を含めて 2 回の社会意識調査に活用した事例を示した。予備調査および第  回社会意識調査ではそれぞ







て行った。また、本研究は中国科学院 心理健康重点実験室 助理研究員 曹 陽 博士と青山学院大学 経済学部教授 
松本 茂 博士との共同研究である。本稿の執筆にあたり様々な意見を頂戴したことに感謝いたします。
参考文献
）小島 秀夫 , 郵送調査の回収率向上のための実験的調査研究 , 行動計量学 , Vol.37, No.2 pp.47-58, 200
2）前田 忠彦 , 郵送調査法の特徴に関する一研究 , 統計数理 Vol.53, No., pp.57-8, 2006
3）林 知己夫 , 調査環境の変化と新しい調査法の抱える問題 , 統計数理 , Vol.49（）, p.99,200
蟻　川　　　浩2
4）大隅 昇 , インターネット調査の何が問題か：現状の問題と解決すべきこと , 新情報 , Vol.9, pp.-24, 2004
5）曹 陽 , 同期型オンラインシステムを用いた施設選択実験—回答者の特徴を理解するためのアクセスログの活
用事例 2—, 日本社会心理学会第 50 回大会・日本グループ・ダイナミックス学会第 56 回大会合同大会論文集，
pp.6-9, 2009
6）星野 崇宏 , Web 調査の偏りの補正：行動経済学における調査研究への適用 , RCSS ディスカッションペーパー
シリーズ , No.97, pp.-9, 200 
7）本多 則惠 , 本川 明 , インターネット調査は社会調査に利用できるか - 実験調査による検証結果 -, 労働政策研究
報告書 , No.7, 2005
8）Taiyo Maeda, Tadahiko Murata, Daichi Kotaka, Shigeru Matsumoto, Yang Cao, Social Simulation Based on 
Human Behavioral Data Collected by Web-Based Experimental System, Journal of Convergence Information 
Technology, Vol.5（4）, pp.4-5, 20.
9）蟻川 浩 , 曹 陽 , 松本 茂 , 政策研究向けインターネット調査システムの設計と実装 , 第 4 回問題解決環境ワー
クショップ論文集 , pp.3-8, 20.
